
野洲市企業立地促進助成制度の創設について

１．目的
　野洲市商工業振興基本計画（令和３年４月策定）に示す「企業立地・事業者支援の推進」として、

野洲市企業立地促進助成制度を創設する。

　本助成制度は、市内主要産業や成長産業を対象に工場等の新築や設備投資に対し助成措置を講ずる

ことにより、新たな企業立地や高付加価値創出といった産業構造の高度化を図り、市経済の活性化に

資することを目的とする。

２．制度概要
〇野洲市企業立地促進助成金交付要綱及び実施要領を制定（令和７年４月１日施行）

〇持続可能で効果的な制度内容とし、企業投資に伴って賦課される固定資産税相当額の一定割合を

　助成金として交付

（１）助成概要

（２）主な要件等

・対象業種は、「製造業（電子デバイス製造業、自動車製造業　他）」、「情報通信業（データ

　センター、情報サービス業　他）」、「自然科学研究所（科学技術研究センター、工業技術

　研究所　他）」（日本標準産業分類）とする。

・投下固定資産額は10億円以上（土地取得費用は除く）とする。

・Ⅰ型は、助成金交付終了年度の翌年度から起算して５年度間は再度交付を受けることはできない。

・Ⅱ型は、１事業者１度のみの助成とする。

・Ⅰ型とⅡ型は、同時に助成金の交付を受けることはできない。

（３）特徴

【持続性】

・助成額は、企業の投下固定資産総額ではなく、賦課された固定資産税相当額を基準とすることで、

　税収入に沿った額を算定している。

・助成率は、固定資産税の増収について地方交付税制度（普通交付税）における算定方法を考慮し、

　留保財源に着目して設定している。

※地方税収増収分の75％に相当する金額は、基準財政収入額として算入されるため、自治体の

　実質的な収入増は税収増加分の25％（留保財源）となる。

・助成金の支払いを固定資産税納付の翌年度とすることで、財源確保の見通しが可能となる。

【効果性】

・対象業種は、市内の主たる産業及び成長産業として今後、企業立地、設備投資が期待される分野

　としている。

・投下固定資産額は、助成金交付後に一定額の固定資産税増収が期待できる額として設定している。

・工場敷地拡張が困難な場合であっても既存企業の再投資を促すべく、Ⅱ型／生産拡大を主とした

　設備向上投資を助成対象としている。

【明瞭性】

・企業の投資計画と助成制度の要件一致を確認するために事業の事前指定を求める。

・企業投資と整合した要件設定とするとともに、企業、市の事務負担軽減も考慮し、資料の併用等

　必要最低限の事務手続きとする。

種類 対象 助成額

野 洲 市 資 料 提 供

Ⅰ型
工場等の新設、
増設、建替

投下固定資産に事業完了後
賦課された各年度の固定資
産税相当額の50％ 固定資産税賦課

年度の翌年度か
ら３年度間

投下固定資産に土地
は含まない。
助成額の年度上限は
１億円（３年度間累
計最大３億円）。Ⅱ型

生産拡大を主とした
設備向上投資

投下固定資産に事業完了後
賦課された初年度の固定資
産税相当額の25％

交付期間 留意点

提 供 年 月 日

担 当 部 課

担 当 者

連絡先電話番号

令和7年1月24日

環 境 経 済 部
企業連携戦略室

新田、元持

077-516-4588



（４）手続きフロー

【事業者】 【市】

３．スケジュール
令和７年１月 野洲市企業立地促進助成金交付要綱　制定

野洲市企業立地促進助成金交付実施要領　制定

市議会全員協議会　報告

令和７年４月 野洲市企業立地促進助成金交付要綱　施行

市ホームページ掲載

市広報４月号掲載

４．その他
（１）要綱としての助成制度創設について

　本市は、市の商工業の振興に関する基本理念等を定めた「野洲市商工業振興基本条例」を令和２年

４月に制定している。また、当該条例に基づき、商工業振興の目標や施策等を定めた「野洲市商工業

振興基本計画」を令和３年４月に策定している。

　野洲市企業立地促進助成制度は、当該基本計画で定める「基本目標１［呼び込む力］企業立地・

事業者支援の推進」の実施施策の一つであることから、助成金交付要綱として制定するものである。

（２）野洲市工業振興条例の廃止について

　「野洲市工業振興条例」を、市内の工業の振興と雇用の創出を目的に平成17年３月に制定した。

平成17年度から19年度の３年間申請を受け付け、23事業者の活用があり、助成金総額で約15億円の

助成措置を決定した。

　令和４年度をもって、申請のあった事業者への助成措置が終了し、新たに「野洲市企業立地促進

助成制度」を創設することから、「野洲市工業振興条例」は廃止することとする。廃止条例の提案は

令和７年２月市議会定例会を予定している。

事 前 相 談 ・

事 業 指 定 申 請 事 業 指 定 決 定

工 事 着 工

事 業 完 了 報 告

固 定 資 産 税 賦 課

（ 納 税 通 知 書 発 送 ）

現 地 確 認

固 定 資 産 税 完 納

助 成 金 交 付 申 請

予 算 計 上

助 成 金 交 付 決 定 ・

支 払 い

工 事 完 了 ・ 操 業



助成金の種類

助成要件

対象業種※

①製造業（電子デバイス製造業、自動車製造業 他）

②情報通信業（データセンター、情報サービス業 他）

③自然科学研究所（科学技術研究センター、工業技術研究所 他）

条件

投下固定資産の取得に要した費用（土地除く）が10億円以上

市税の滞納がないこと

工事着工前に市長の事業指定を受けること

限度額 年度上限1億円（３年度間累計最大３億円）

交付期間 ３年度間

交付時期 投下固定資産に固定資産税が課税された年度の翌年度

Ⅰ型助成金
助成対象：工場等の新設、増設、建替え
助成内容：投下固定資産（土地除く）に対して課税された

各年度の固定資産税相当額の50％

Ⅱ型助成金
助成対象：生産拡大を主とした設備向上投資※
助成内容：投下固定資産（土地除く）に対して課税された

初年度の固定資産税相当額の25％

野洲市企業立地促進助成金

Ⅰ型助成金は制度利用後、５年間は再度助成金の交付を受けるこ
とはできません。Ⅱ型助成金は１企業１度のみ利用できます。
野洲市企業立地促進助成金は、他の補助金や助成金を利用してい

る場合でも、制度を利用いただけます。

※既に所有する工場等及び売買や賃貸借等により新たに確保した既設の工
場等に、改修や設備の入替を実施する場合が該当します。

（令和７年４月１日施行）

企業立地や高付加価値創出により、地域経済の活性化を促すた
め、工場等の新設や設備投資等に対し助成金を交付します。

※業種の区分は「日本標準産業分類」の基準に従います。

新たな助成金制度を創設します。



【企業】 【市】

野洲市 環境経済部 企業連携戦略室

野洲市小篠原2100番地1（〒520-2395）

TEL 077-516-4588   FAX 077-587-6960

E-mail kigyourenkei@city.yasu.lg.jp

事 前 相 談 ・

事 業 指 定 申 請

事 業 指 定 決 定

工 事 着 工

工 事 完 了 ・ 操 業
固 定 資 産 税 賦 課

（ 納 税 通 知 書 発 送 ）
事 業 完 了 報 告

現 地 確 認

固 定 資 産 税 完 納

助 成 金 交 付 申 請
助 成 金 交 付 決 定 ・

支 払 い

お問合せ先

助成金交付までの流れ

※申請、報告時に必要な書類は助成金交付要綱をご確認ください。
※事業完了報告は当該年度の７月末日までに、助成金の交付申請
は当該年度の１月末日までに提出が必要です。

申
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～
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初
年
度

助
成
金
交
付
年
度

事業の拡張、設備投資、移転、新たな工場の進出などのご相談は、
『企業連携戦略室』までお問合せください。
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